
最新の知見に基づいた大規模災害時の
栄養・食生活支援活動の体制について

平成30年度・令和元年度 地域保健総合推進事業

「大規模災害における栄養・食生活支援活

動の連携体制と人材育成に関する研究」

分担事業者 久保 彰子（熊本県水俣保健所）

2019.10.10 市町村セミナー

資 料   ２

第148回　市長村職員を対象とするセミナー

R1. 10. 10



平成30年度・令和元年度 地域保健総合推進事業

「大規模災害における栄養・食生活支援活動の連携体制と
人材育成に関する研究」

分担事業者 久保彰子 熊本県水俣保健所 参事

研究委員 焔硝岩政樹 岡山県備北保健所 副参事

積口順子 福島県県南保健福祉事務所

専門栄養技師

大原直子 京都府乙訓保健所 主査

助言者 澁谷いづみ 愛知県一宮保健所 所長

奥田博子 国立保健医療科学院

上席主任研究官

下浦佳之 公益社団法人日本栄養士会

常務理事

協力者 笠岡（坪山）宜代 国立健康・栄養研究所

国際災害栄養研究室 室長

須藤紀子 お茶の水女子大学生活科学部 准教授

公衆栄養学研究室（国際栄養学分野）
1



•災害時に提供する食事、空腹を満たすだけ
ではダメなの？（想定される健康・栄養課
題）

•災害時、どんな支援が必要になるの？
•災害時の栄養・食生活支援に必要な準備は
できているの？（準備状況調査結果）
•大規模災害時の栄養・食生活支援活動ガイ
ドラインについて
どんな中身なの？（特に見てほしいところ）
普段、準備しておくといいことは？
みなさんにお願いしたいこと

•最後に（事例紹介）
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災害発生から
24時間以内

７２時間以内 4日～1か月 1か月以降

災害時の食料不足や偏りで栄養状態はどうなってしまうのか
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脱水・便秘・貧血

栄養及び健康状態の悪化を防ぐために

母乳代替品がない

温かい食事・炊き出し

おかずが入った弁当の支給
栄養補給

個人適した食事・配慮した食事

慢性疾患の悪化

低栄養状態
の悪化

母乳代替品の提供・離乳食の提供

食べやすい食事（お粥等）の提供

アレルギーに対応した食事の提供・病気に配慮した食事の提供

楽しみな
食事

たんぱく質
ビタミン・ミネラル不足
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被災者 の 健康維持 と 食の自立

を支援すること

健康
管理

健常者

要配慮者

摂食・嚥下困難者（高齢者）、食事制限のある慢性疾患
者、食物アレルギー疾患者、乳児（離乳食）、妊産婦、
障がい者、経管栄養（胃瘻）、宗教上の理由で食事制限
のある者等

非常食
（備蓄）

炊き出し

提供食

弁当 不足栄養
素の補給

食品衛生
疾病（食
事制限）

１ 適正なエネルギー・栄養量の確保

３ 衛生的な食事の提供

２ 要配慮者の栄養管理

５ 給食施設の栄養管理（保健所）

４ 食環境の整備（食料入手）
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災害
発生

備蓄倉庫

協定先

炊き出し

避難生活（避難所等）

健常者

要配慮者

被災者

復旧・復興

食事
提供

①現状把握（食事調査、食料入手、要配
慮者）

②食事要請（不足栄養素、要配慮者用）
③食品衛生助言（避難所、炊き出し等）
④アレルギー対応

弁当業者

健康
管理

①個別巡回相談
②啓発資料作成・掲示

マネジメント
①連絡調整(関係機関)
②管理栄養士・栄養士
の応援要請

③派遣栄養士の活動調整
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大規模災害時の栄養・食生活支援活動

ミーティング 支援物資 特殊栄養ｽﾃｰｼｮﾝ設置

避難所の食事

食事調査

食事改善

要配慮者支援

食品衛生助言 8
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調査方法
大規模災害における栄養・食生活支
援活動に係る準備状況調査
（都道府県調査）

大規模災害における栄養・食生活支
援活動に係る準備状況調査
（市町村及び特別区調査）

調査対象
都道府県本庁（健康増進・栄養担当
課）47都道府県

市町村及び特別区（防災担当課）
1,741自治体

調査時期
平成30年9月25日～平成30年10月12日

（平成30年12月末日までに提出のあった調査票を有効回答とした。）

調査方法

都道府県健康増進・栄養主管課の管
理栄養士宛てに、電子メールで調査
票等の電子媒体を送信し、日本公衆
衛生協会へ電子メールで回答する。
※なお、平成31年2月に調査内容を補
足するための再調査を、前回同様に
実施した。

市町村及び特別区防災担当課宛てに、
調査票を郵送し、日本公衆衛生協会
へ郵送又はメールで回答する。
※なお、全国保健所管理栄養士会
ホームページから調査票をダウン
ローすることも可能とした。

調査内容

地域防災計画における栄養・食生活
支援に係る記載状況、栄養・食生活
支援に係る計画の策定状況、他自治
体又は栄養士会との連携体制状況

大規模災害時の栄養・食生活支援に
係る準備状況、受援体制及び人材育
成、支援活動内容の計画状況

回答状況 47都道府県（回答率 100%） 1,056自治体（回答率 60.7%）
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【体制整備】
災害時の栄養・食生活支援に関する内容を、地域防災計画
や関連計画等に記載していますか？

計画策定に管理栄養士
又は栄養士が参画して
いるのは32%

地域における行政栄養士による健康づくり及び栄養・食生活の改善の基本指針（厚労省通知H25.3）
③ 健康危機管理への対応 （一部抜粋）
特に、災害の発生に備え、都道府県の地域防災計画等を踏まえ、市町村の地域防災計画に栄養・食生活支援
の具体的な内容を位置づけるよう、関係部局と調整を行うこと。
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【体制整備】
発災時、栄養・食生活支援の担当として、貴市区
町村の管理栄養士又は栄養士が従事しますか？
配置市区町村：n=898(85%)

被災経験「有」の市区町村の
方が有意に発災時に管理栄養
士・栄養士が栄養・食生活支
援の担当として従事すると回
答した市区町村が多い。
(χ2検定：P=0.025) 12



【体制整備】
災害時の栄養・食生活支援（食事調達、物資受入、炊き出し等）に係る担
当部署は、管理栄養士又は栄養士の専門職と支援内容について連携して取
組みますか？
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【固定備蓄（現物備蓄）】
被災者へ提供する食料及び水について、現物で備
蓄をしていますか？

公的派遣経験「有」の市区町村の
方が有意に食料の固定備蓄をして
いる市区町村が多い。
(χ2検定：P=0.001)
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【固定備蓄（現物備蓄）】
固定備蓄の保管場所は？備蓄食料の消費方法は？
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【流通備蓄（協定）】
被災者へ提供する食料及び水について、流通備蓄
（協定締結）をしていますか？

管理栄養士・栄養士の配置「有」
の市区町村の方が有意に食料の流
通備蓄をしている市区町村が多い。
(χ2検定：P<0.001)
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【炊き出し】
被災者へ提供する食事について、全部又は一部を
炊き出しで提供することとしていますか？

管理栄養士・栄養士配置「有」の
市区町村(χ2検定：P=0.003)と
公的派遣経験「有」の市区町村
(χ2検定：P=0.047)の方が有意に
炊き出しを準備している市区町村
が多い。
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【炊き出し】
炊き出しの依頼先は？

• 町内会や婦人会、地域住民も被災者になる可能性があります。すぐに炊き出
しができますか？

• ボランティア、定期的（継続的）に炊き出しが提供できますか？
• 自衛隊にお願いする場合、献立や食材の提供が必要です。準備できています

か？
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【炊き出し】
ボランティアによる炊き出しを受ける場合のルー
ルを設定していますか？
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【弁当等（協定）】
被災者へ提供する弁当等（おにぎりやパン含む）
について、事前に協定を締結していますか？

管理栄養士・栄養士の配置「有」
の市区町村の方が有意に弁当等の
事前協定締結をしている市区町村
が多い。
(χ2検定：P=0.013)

「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取
組指針」（平成25年8月内閣府）
【一定期間経過後の食事の質の確保】
○メニューの多様化
○適温食の提供
○栄養バランスの確保
○要配慮者に対する配慮
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【提供食】
適切なエネルギー及び栄養量を確保するために

「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」（平成25年8月内閣府）
【一定期間経過後の食事の質の確保】
○メニューの多様化
○適温食の提供
○栄養バランスの確保
○要配慮者に対する配慮
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【要配慮者】
災害時に、普通の食事が食べられない要配慮者を
把握することとしていますか？

管理栄養士・栄養士の配置
「有」の市区町村の方が有意に
要配慮者の把握を予定している
市区町村が多い。
(χ2検定：P=0.016)
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【要配慮者】要配慮者に対応した食料の備蓄状況？
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【要配慮者】要配慮者に対応した食事の提供状況？

公的派遣経験「有」の市区町村の
方が有意に炊き出しで要配慮者に
対応した食事の提供を予定してい
る市区町村が多い。
(χ2検定：P<0.001)

「避難所における良好な生活環境の確
保に向けた取組指針」（平成25年8月
内閣府）
【一定期間経過後の食事の質の確保】
○メニューの多様化
○適温食の提供
○栄養バランスの確保
○要配慮者に対する配慮
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【受援体制】災害時に被災者の栄養・食生活支援を行うため、他自治体や関
係団体等から管理栄養士又は栄養士の応援を要請することとしていますか？
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【受援体制】
災害時に被災者の栄養・食生活支援を行うため、他自治体や関
係団体等から管理栄養士又は栄養士の応援を要請する場合、ど
のような活動をして欲しいですか？
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ガイドラインは全国保健所管理栄養士会ホームページでダウンロードできます。
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○目を通していただきたい人
自治体職員のみなさま（特に防災担当、食事調達担

当、保健活動担当、管理栄養士・栄養士の方）

○特にみてほしいところ
（１）栄養・食生活支援体制について

＊派遣行政管理栄養士チーム、JDA-DATチーム
（栄養士）、DHEAT等の役割分担を整理

P13～P15

28



○特にみてほしいところ
（２）栄養・食生活支援活動について（災害時、平常

時、復興時）

＊概要図

概要図に示した活動についてP27～P７７に詳細

が書いてあります。

＊ チェックリスト

必要な支援活動はチェックシート形式に整理し、

取組み状況が見える化できるように工夫しました。

P16～P17

P26～P77

29



○特にみてほしいところ
（3）あったらいいなと思う情報を新たに追加

＊提供食の目標栄養量、食品構成

＊受援計画例（業務内容、人数等）

＊EMISから把握できる情報

＊炊き出しルール

＊提供する弁当の契約仕様書例

＊通常業務の再開計画書例

P66～P71

P74

P79,P82

P88

P91

P100
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○特にみてほしいところ
（4）全国保健所管理栄養士会のホームページ

（随時、更新します）

＊災害時に活用したい様式

＊避難所で掲示したい啓発資料

＊災害対応に関する関係通知

みなさんの自治体で
作成された資料もぜ
ひ、御提供ください。
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図 6 大規模災害時の栄養・食生活支援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所 在宅、軒先 車中 施設（入院、入所） 

被災現場 

JDA-DAT（栄養士会） ＊都道府県派遣 

行政栄養士チーム 

保健医療活動チーム 

（DMAT,JMAT,歯科医師、保健師、薬剤師、管理栄養士等） 

連携 

連携 

市町村災害対策本部 

厚生労働省災害対策本部（現地対策本部） 

プレーヤー 

コーディネーター 

被災市町村 

（保健師又は栄養士） 

保健医療調整 

本部（本庁） 県災害対策本部 

本庁管理栄養士 

DHEAT 
（医師、保健師、薬剤師、管理栄

養士、事務職等） 

地域医療対策会議 

（保健所） 
圏域災害対策本部 

保健所管理栄養士 

・避難者の健康管理支援 

・要配慮者の栄養に配慮

した食事の提供支援 

食料（備蓄） 

炊き出し 

弁当等 

（避難所への派遣調整） 

・避難者の健康管理支援 

・避難者の栄養に配慮した

食事の提供支援 

・避難所等の食品衛生助言 

・給食施設支援 

・マネジメント（情報収集、分析評

価、対策立案、連絡調整） 

・受援体制の整備 

・保健所への派遣調

整 

P13

実施体制
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被災市町村
（保健師又は
栄養士）

【市町村支
援】

派遣行政栄養
士

保健所管理栄養
士

【保健所支援】
派遣行政栄養士

DHEAT
（医師、保
健師、薬剤
師、管理栄
養士、事務
職等）

本庁管理栄
養士

【本庁支
援】

派遣行政栄
養士

厚生労働
省

JDA-DAT
（栄養士
会）

対
人
保
健

避難者の健康管理支
援

健康な食に関する普及啓発、
健康教
育（ﾎﾟﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝｱﾌﾟﾛｰﾁ）
避難者の食の自立に向けた支
援（自助による栄養量の確
保）

市町村及び派遣行政栄養士の支
援
関係団体等（JDA-DAT含む）
による支援チームの支援
健康課題のｱｾｽﾒﾝﾄ

保健所の支
援

避難者へ
の個別巡
回相談
（ﾊｲﾘｽｸｱ
ﾌﾟﾛｰﾁ）

対
物
保
健

避難者の栄養に配慮
した食事の提供支援

備蓄食品（固定・流通）又は
支援物
資からの栄養確保、提供支援
炊き出し、弁当等からの適切
な栄養量の確保支援
炊き出しﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの啓発（栄
養量確保）

市町村（食事調達主管課含む）
及び派遣行政栄養士の支援
不足資源の調達
調達資源の適正配分

保健所の支
援

避難所に
おける食
事提供の
栄養の参
照量提示

要配慮者の栄養に配
慮した食事の提供支
援

要配慮者の把握
要配慮者に有用な食料（備蓄、
支援物資）の確保、提供支援
要配慮者に配慮した食事（炊
き出し、弁当）の提供支援

市町村及び派遣行政栄養士の支
援
JDA-DATの支援

保健所の支
援

特殊栄養
食品ｽﾃｰ
ｼｮﾝの設
置、配布

避難所等の食品衛生
助言

避難所の食事の衛生管理状況
の把握と衛生助言
炊き出しﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの衛生助言

食品衛生監視員との連絡調整
市町村及び派遣行政栄養士の支
援

保健所の支
援

給食施設支援 給食提供困難施設
への支援

保健所の支
援

表１ 大規模災害時の栄養・食生活支援体制に基づく主な役割分担表P1４
～P15

役割分担
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提供食の支援
フェーズ0

概ね発災後24時間以内
フェーズ1

概ね発災後72時間以内
フェーズ2

避難所対策が中心の時期
(8)備蓄（協定） □ 1備蓄状況の把握（品

名、数量）

□ 2避難者への提供体制
の確保

□ 3適正なエネルギー及
び栄養量確保のため
の食料確保・提供
（固定備蓄、流通備
蓄）

□ 4要配慮者のエネル
ギー及び栄養量確保
に有用な食料確保・
提供（流通備蓄、支
援物資）

(9)炊き出し □ 1調理場所の確保
□ 2自衛隊又は団体等へ

の炊き出し依頼
□ 3献立作成依頼又は献

立提供
□ 4食材の入手と搬送の

手配
□ 5炊き出しルールの提

供
□ 6要配慮者（アレル

ギー）の情報提供

□ 7炊き出しボランティ
アの受付

□ 8提供食の食事調査・
評価（エネルギー及
び栄養価の算定）

□ 9要配慮者（アレルギー
以外）に対応した食事
提供

(10)弁当等 □ 1弁当等の手配
□ 2適正なエネルギー及

び栄養量の基準提供
□ 3要配慮者（アレル

ギー）の情報提供

□ 4提供食の食事調査・
評価（エネルギー及
び栄養価の算定）

□ 5適正なエネルギー及び
栄養量の提供

□ 6要配慮者に対応した食
事提供

□ 7適温に配慮した食事提
供

□ 8バラエティにとんだ食
事提供

P27～
P54

☑ﾁｪｯｸﾘｽﾄ

34



「大規模災害時の栄養・食生活支援に係る準備状況調査」H30.10日本公衆衛生協会

市町村又は特別区で、災害時の食料調達や炊き出しを担当する部署は様々
です。
○担当部署の担当者は、貴市町村又は特別区の管理栄養士・栄養士と連携
し、支援を行ってください。管理栄養士・栄養士がいない場合は、管轄
保健所の管理栄養士に御相談ください。

○行政管理栄養士・栄養士は、担当部署と連携して支援を行ってください。
スムーズに連携できるよう「顔のみえる」関係を作っておいてください。

担当部署と専門職の連携が不可欠！ 35



先手必勝！
発災前の備えで栄養・食生活支援の質はおおむね担保できます。

36



非常食
（備蓄）

炊き出し

提供食

弁当

○あなたの市町村（管内）では、どんな食事を提供するか把握していますか？
その提供食、量は十分ですか？

、適切なエネルギー及び栄養量が確保できていますか？
（栄養基準を設定していますか？）

、要配慮者も食べられますか？
（要配慮者をどのように把握しますか？）

、安全（食中毒予防）に提供できますか？
、献立または献立作成基準はありますか？
、炊き出しボランティア等へのルールを決めていますか？

P64～p72

１ 適正なエネルギー・栄養量の確保

３ 衛生的な食事の提供

２ 要配慮者の栄養管理
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目 的 エネルギー・栄養素 1歳以上、1人1日当たり

エネルギー摂取の過不足の回避 エネルギー 1,800～2,200kcal

栄養素の摂取不足の回避

たんぱく質 55g以上

ビタミンB1 0.9mg以上

ビタミンB2 1.0mg以上

ビタミンC 80mg以上

目 的 栄養素 配慮事項

栄養素の摂取不足
の回避

カルシウム 骨量が最も蓄積される思春期に十分な摂取量を確保する観点から、
特に6～14歳においては、600mg/日を目安とし、牛乳・乳製品、豆類、
緑黄色野菜、小魚など多様な食品の摂取に留意すること

ビタミンA 欠乏による成長阻害や骨及び神経系の発達抑制を回避する観点から、
成長期の子ども、特に1～5歳においては、300μg RE/日を下回らない
よう主菜や副菜（緑黄色野菜）の摂取に留意すること

鉄 月経がある場合には、十分な摂取に留意するとともに、特に貧血の既
往があるなど個別の配慮を要する場合は、医師・管理栄養士等による
専門的評価を受けること

生活習慣病の一次
予防

ﾅﾄﾘｳﾑ（食塩） 高血圧の予防の観点から、成人においては、目標量（食塩相当量とし
て、男性 8.0ｇ未満/日、女性 7.0ｇ未満/日）を参考に、過剰摂取を避け
ること

「避難所における食事提供に係る適切な栄養管理の実施について」厚生労働省健康局健康課栄養指導室長H30.8.1事務連絡

対象特性に応じて配慮が必要な栄養素について

（参考）避難所における食事提供の評価・計画のための栄養の参照量について

P69

１ 適正なエネルギー・栄養量の確保
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単位：g
穀類 550
芋類 60
野菜類 350
果実類 150
魚介類 80
肉類 80
卵類 55
豆類 60
乳類 200
油脂類 10

避難所における食品構成例（１人１日あたり）

平成23年度厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「日本人の食事摂取基準の改訂と
活用に資する総合的研究（代表者 徳富 信寛）」活用研究班

P66１ 適正なエネルギー・栄養量の確保
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契約仕様書（例） 

１ 業務内容 

（１）価格 

・1 日あたり（ 1,140 円 1,500 円 消費税込み ）とする。 

・１食あたり３８０円（消費税込み）とする。 

（２）献立 

・原則として、管理栄養士又は栄養士が確認したもので、詳細は協議して決定する。 

・米飯を主とした主食、肉又は魚介類等を中心とした主菜、野菜を中心とした副菜から構 

成した内容とすること。 

     ・１日当たりのエネルギーは１８００kcal から２２００kcal であること。 

・１食当たりのエネルギーは、６００kcal から７３０kcal であること。 

・１食分として提供する弁当には、主菜として肉又は魚等が約５０g、副菜である野菜が約 120g

程度入ったものとする。 

・献立の栄養成分を把握し、求めがあれば提出すること。 

P91
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P5

出典：内閣府・防災情報「平成30年度災害救助法等担当者全国会議資料」
＊特別基準：一般基準では救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は内閣

総理大臣に協議し、その同意を得た上で、特別基準を定めることができる。 41



２ 要配慮者の栄養管理
P58

□ 栄養・食生活支援が必要な要配慮者の対象を決めておく 

    災害時に、食事に関する対応が必要となる者の対象を保健師等と連携し、保健活

動の対象とあわせて決めておく。【本庁、市町村】 

   （把握対象例） 

    □ 摂食・嚥下困難者（高齢者、障がい者含む） 

    □ 食事制限がある慢性疾患者（糖尿病、高血圧、腎疾患等） 

    □ 食物アレルギー疾患者 

    □ 乳児（母乳、粉ミルク、特殊ミルク、離乳食） 

    □ 妊産婦 

    □ 身体・知的・精神障害者 

    □ 経管栄養（胃瘻、鼻腔） 

    □ その他（                 ） 
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２ 要配慮者の栄養管理 P58

□ 栄養・食生活支援が必要な要配慮者数を推定しておく 

    要配慮者数の把握は、災害時に避難所等での受付等を利用して把握することとな

るが、事前に乳幼児健診や特定健康診査、レセプト等の情報を基に、対象数を推定

しておくと、要配慮者に必要な備蓄食品の準備に有効である。【本庁、市町村】 

 

 □ 栄養・食生活支援が必要な要配慮者の把握方法を決めておく 

要配慮者数の把握は、災害時に避難所等での受付等を利用して把握するか、もし

くは事前に保健師等と連携し、既存の台帳の整理またはリスト及びマップ化し、該

当者を把握しておく。必要に応じ民生委員との打合せも行っておく。【市町村】 

避難者集計表

避難所
名

個
人
No.

世
帯
No.

フリガナ
性
別

年
齢

入所
年月日

退所
年月
日

健康な
者

災害時要配慮者

備考
氏 名

高齢者
（75歳
以上）

障がい
者

けが、
疾病療
養者

乳幼児 妊産婦
アレル
ギーの
有無

食事制
限の有
無

その他
（
）

P81
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２ 要配慮者の栄養管理
P64

 □ 要配慮者に必要な食料を確保する 

普通の食事を摂取するのが困難な要配慮者（摂食嚥下困難者、疾病による食事制限

がある者、食物アレルギーを持つ者、乳児、妊産婦等）に対し、必要なエネルギー及

び栄養量を確保することが必要である。市町村防災担当課と連携し、必要な食料の備

蓄または協定について整備する。【市町村】 

 

  （要配慮者に適した食料例） 

   乳児：粉ミルク、アレルギー用粉ミルク、ベビーフード（離乳食） 

   妊婦、授乳婦：野菜ジュース、果実ジュース、麦や強化米、栄養素調整食品（固形、

ゼリー、飲料）、栄養ドリンク、栄養機能性食品等 

   高齢者：レトルト粥、汁物、とろみ剤、やわらかおかず（パウチ食品）等 

   疾病者：人工甘味料、低糖質食品、低たんぱく食品、減塩食品等 
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２ 要配慮者の栄養管理（アレルギー）
P22

【保健衛生部局・保健所本部における対策】 

   ・避難所等の被災者に食物アレルギーをもつ者がいるのか、確実に把握する。また、

把握の際は、医師の診断に基づくものなのか、保護者等の思い込みや不安等によ

る判断に基づくものなのかについてもできる限り把握しておく。 

 ・食物アレルギーをもつ被災者のうち、アナフィラキシーショックをおこす等の重

症者を把握する。また、重症者のなかで、アドレナリン自己注射薬（エピペン）

を保持しているのかも把握する。 

   ・提供する食品及び食事について、原材料にアレルギー食品が含まれているのか、

本人又は家族が確認、選択できるよう、献立や使用されている原材料の情報を提

供する。 

   ・提供する食事について、食物アレルギーにより摂取できない被災者に対する食事

提供をどうするのか、避難所運営責任者は、管理栄養士等と連携して対応を検討

する。なお、災害時に集団としての提供であり、完全除去を基本とし、除去食及

び代替え食での対応が望ましい。 

   ・炊き出し又は弁当等の提供において、調理を担当する業者又は団体等に対し、食

物アレルギーへの対応について協議する。調理段階での原因食物の混入や加工食

品の原因食品の確認、配膳ミスを防ぐ方法について指示を行う。 45



P72３ 衛生的な食事の提供
 □ 食中毒・感染症予防に係る対応の役割分担（保健師、食品衛生監視員、

管理栄養士等） 

  災害時に避難所等で集団生活を行う場合、食中毒や感染症の予防が重要となる。平常

時から予防対策の体制について、保健所と協議しておく。【市町村】 

  また、避難所で、配給された食事（食品）を衛生的に保管するための場所として、冷

房設備のある部屋の確保や大型冷蔵庫の設置について事前に整備しておく。【市町村】 

（災害時の予防対策例） 

 □ トイレ、手洗い設備、消毒液等衛生物品の現状把握 

□ 手洗い、消毒、マスク着用の普及啓発 

□ 有症状者の把握と対応 

 □ 必要な物品の確保（トイレ、手洗い設備、衛生物品） 

 □ 避難所の食事（食品）の衛生的な保管（冷房施設のある部屋、大型冷蔵庫設置） 

□ 避難所の食事の衛生管理状況の把握と指導 

□ 炊き出しの衛生管理状況の把握と指導 

□ 仮説住宅でのイベントにおける衛生指導 

46



健康
管理

不足栄養
素の補給

食品衛生 食料入手

○避難者の 、栄養相談を受ける準備はできていますか？
、啓発資料は準備できてますか？
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残った食事は 

とっておかないでね。 
 

○古くなった食べ物は 

食中毒の原因になります。 

お手元にある支援物資の 

賞味期限をよく見てから 

お召し上がりください。 

○期限を過ぎているものは 

 捨ててください。 

 

日付： ／  時間  ：   保健師・栄養士 

 

  町保健福祉センター 

 電話       
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炊き出しをする皆様へ 
気温が高くなってきているので、食中毒予防のため、以下のことを必ず守ってく

ださい。 

 

◆調理前 

□加熱していない食品は、出さないこと。 
＊生野菜（きゅうり、トマト、レタスなど）、刺身、生肉、カットフルーツ、かき氷、

アイスクリーム等は出さないこと。 

□下痢、発熱、手指に傷のある方は調理、 

配膳を行わないこと。 

＊調理、配膳の前に、下痢、発熱、手指に傷がないか健康チェックをすること。 

◆調理中 

□調理の前には、よく手を洗うこと。 
＊もし、水が十分確保できない場合は、ウエットティッシュでよく拭いた後、アル

コール消毒をすること。使い捨て手袋を着用すること。 

□調理中も、こまめに消毒すること。 

＊調理台にアルコール消毒薬をおくこと。 

□材料は、クーラーボックス（保冷剤入り）に保管すること。 
＊クーラーボックスに入れられない場合は、直射日光の当たらないところに保管す

ること。 

□調理後、概ね 2 時間を超えたものは、提供せずに廃棄する

こと。 

＊早めに食べるように伝えること。   

保健所衛生環境課（電話      ）・   町保健福祉センター（電話       ） 
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○避難者の栄養・食生活支援
誰が従事しますか？
どんな業務を専門職（管理栄養士・栄養士）
に依頼したらよいですか？
どのくらい（何人）応援要請しますか？

50



○避難者の栄養・食生活支援
どんな業務を専門職（管理栄養士・栄養士）に依頼したらよいですか？

災害時に必要な栄養・食生活支援（例）
・避難所等の食事摂取の調査及び評価
・食品保管場所の整理及び確認、必要な栄養素の手配
→支援物資の仕分け場所に配置

・弁当業者等への要請及び支援（食品衛生含む）
・炊き出し団体への支援（食品衛生含む）
・情報発信、啓発資料の作成（食品衛生含む）
・避難所等への巡回栄養相談
・要配慮者用の食品手配及び配布→特殊栄養食品ｽﾃｰ
ｼｮﾝの設置（日本栄養士会）

・派遣管理栄養士の活動調整→派遣要請は管轄保健所
51



○避難者の栄養・食生活支援
どのくらい（何人）応援要請しますか？

受援業務（何を） 受援人数（どのくらい） 依頼者（誰に）
備蓄食料及び支援物資の栄養量調整
（手配）

1 名 行政管理栄養士

要配慮者の食品手配（特殊栄養食品ｽ
ﾃｰｼｮﾝ設置）

ｽﾃｰｼｮﾝ数( 1 )箇所
×( 2 )名

( 2 )名 栄養士会

提供食の調整支援（炊き出し、弁当等） 2 名 行政管理栄養士

避難所の食事調査・評価・支援（要配慮
者含む）

避難所数( )箇所/( 5
)箇所×( 2 )名

( )名 行政管理栄養士又は栄
養士会

避難者への巡回栄養相談 避難所数( )箇所/( 5
)箇所×( 2 )名

( )名 栄養士会又は行政管理
栄養士

避難所の食品衛生助言、食品保管状況
の確認・指導

避難所数( )箇所/( 5
)箇所×( 2 )名

( )名 行政管理栄養士又は食
品衛生監視員

栄養・食生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ（派遣栄養
士の活動調整、通常業務の再開計画等）

1～2名 行 政 管 理 栄 養 士
(DHEAT)

特定給食施設等への食事提供支援（保
健所）

被災施設数( )箇所/(
3 )箇所×( 1 )名

( )名 行政管理栄養士

（受援計画例）フェーズ２～フェーズ３の期間、1市町村あたり

P74
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P55

１ 支援体制の整備 

 □ 管理栄養士又は栄養士を適正配置する 

被災者支援を担う市町村において、管理栄養士又は栄養士の配置状況により栄

養・食生活支援に係る対応は大きく異なる。必要な支援が可能となるよう平常時か

ら適正な配置をしておく。【本庁、保健所、市町村】 

 

 □ 災害時の栄養・食生活支援活動に係る共通理解を得ておく 

災害時の栄養・食生活支援活動の必要性について、所内及び自治体内で理解を得

ておくことが、実際の活動において有効である。特に、平常時から行政管理栄養士

又は栄養士の活動を通し、顔のみえる関係づくり（信頼）や専門職としての発言力、

調整力を発揮しておくことが必要である。【本庁、保健所、市町村】 
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P56
 □ 地域防災計画に、栄養・食生活支援に係る内容を記載する 

    地域防災計画に、被災者への食料供給体制や栄養・食生活支援体制、要配慮者へ

の支援体制、一般家庭における食料備蓄の普及啓発の 4 項目は掲げ、行政内での周

知をしておく。なお、各項目の詳細については、別途、マニュアル等を整備してお

く。【本庁、市町村】 

  （栄養・食生活支援に係る内容例） 

□ 食料供給体制の記載 

     備蓄量、備蓄方法、備蓄場所、輸送方法、備蓄内容等 

   □ 栄養・食生活支援体制の記載 

     被災者の健康及び栄養状態の維持（提供食の栄養基準設定、献立作成、食事調

査・評価等）、栄養相談対応、食品衛生助言等 

   □ 要配慮者への支援体制記載 

     要配慮者の設定、把握方法、提供食の内容、個別相談対応等 

   □ 一般家庭における食料備蓄の普及啓発の記載 

     備蓄量、備蓄内容、熱源確保、調理法等 
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P56
 □ 災害時の栄養・食生活支援に係るマニュアル等を整備する 

災害発生時は、所内にいる職員または登庁できた職員で対応することになる。そ

のため、災害時の栄養・食生活支援に必要な事項及び帳票類の整備、周知をしてお

く。【本庁、保健所、市町村】 

   （発災直後に対応すべき優先事項） 

   □ 市町村の管理栄養士・栄養士又は保健師の出勤状況（連絡網） 

   □ 管内給食施設の被災状況確認（連絡網、EMIS） 

   □ 本庁へ被災状況（概要）の報告（電話、メール） 

   （避難所開設後に対応すべき事項） 

   □ 避難所等への食品提供状況確認（災害対策本部、EMIS） 

   □ 要配慮者の把握（避難所受付票、健康相談票、避難所避難者の状況日報、EMIS） 

 

「大規模災害時の栄養・食生活支援活動ガイドライン
～その時、自治体職員は何をするか～」（日本公衆衛生協会H31.3)
をぜひ、御活用ください。
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平常時の防災対策（県地域防災計画見直し、マニュアル作成）

平常時取組み 備 蓄

協定（流
通備蓄）

生活必需品

要配慮者・避難行
動要支援者

健康管理等

自
衛
隊
要
請

炊き出し
救援物
資

家庭
備蓄
（水、
食料）

共助 啓発 種類 量 定義 備蓄

最低
３日
分
（推
奨１
週間）

避難
所に
おけ
る給
食・
給水
及び
物資
配布
等の
協力

最低３
日分
（推奨
１週
間）備
蓄
＊アレ
ルギー
対応食
品等含
む

アル
ファ
米

2,500食

ビスケッ
ト、クッ
キー、即
席めん、
粉ミルク、
飲料水、
パン、お
にぎり、
缶詰、レ
トルト食
品、高齢
者・乳幼
児に配慮
した食品、
その他必
要と認め
られる食
品、政府
所有米穀、
農畜産物
（農林水
産部）、
生鮮食料
品（農林
水産部）

炊飯用具
（鍋、やか
ん、包丁、
缶きり等）、
食器類

高齢者、
障がい者、
妊産婦、
乳幼児、
難病患者
や外国人
等の要配
慮者のう
ち、
特に避難
支援を要
する者
＊名簿作
成（市町
村）

応急的
に必要
と考え
られる
食料、
飲料水
のほか
お粥、
乳児用
の粉ミ
ルク、
食物ア
レル
ギー対
応食品
等の食
料の備
蓄に努
める
（指定
避難
所）

・被災地のニーズ等に
的確に対応した健康管
理（母子、高齢者、精
神、歯科保健等におけ
る保健指導及び栄養指
導等をいう。）を行う。
・被害が長期化する場
合、避難所が多数設置
されている場合等被災
者の健康管理を組織的
に行うことが必要と思
われるときには、被災
者等の健康管理のため
の実施計画を策定する
ことにより、計画的な
対応を行う
・、避難所等を巡回し
て被災者のニーズに対
応した保健指導及び栄
養指導を行う。
・被害の規模に応じ、
近隣市町村又は県栄養
士会等関係団体並びに
他県等に対し応援要請
を行う。

炊
事
車
に
よ
る
炊
飯
（
温
食
）

市町村
は、原
則とし
て避難
所内又
は既存
の給食
施設若
しくは
仮設給
食施設
におい
て、民
間事業
者、自
治会・
町内会、
自主防
災組織、
ボラン
ティア
と連携
して炊
き出し
を行う
ものと
する。

・日
赤奉
仕団
への
要請
（健
康福
祉
部）
・自
衛隊
への
応援
要請
（県
知事
公
室）
・集
団給
食施
設へ
の炊
飯委
託
（関
係各
部）

国、他
都道府
県その
他機関
への要
請（県
関係各
部、県
知事公
室、県
健康福
祉部）
県内外
の企業
等への
協力呼
びかけ
（県知
事公室、
県健康
福祉
部）

保存
用パ
ン

2928食

乾パ
ン

17100食

水
(2L)

7500本

粉ミ
ルク

20.8Kg
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平常時の防災対策（県地域防災計画見直し、マニュアル作成）

平常時取組み 備 蓄

協定（流
通備蓄）

生活必需品

要配慮者・避難行
動要支援者

健康管理等

自
衛
隊
要
請

炊き出し
救援物
資

家庭
備蓄
（水、
食料）

共助 啓発 種類 量 定義 備蓄

最低
３日
分
（推
奨１
週間）

避難
所に
おけ
る給
食・
給水
及び
物資
配布
等の
協力

最低３
日分
（推奨
１週
間）備
蓄
＊アレ
ルギー
対応食
品等含
む

アル
ファ
米

2,500食

ビスケッ
ト、クッ
キー、即
席めん、
粉ミルク、
飲料水、
パン、お
にぎり、
缶詰、レ
トルト食
品、高齢
者・乳幼
児に配慮
した食品、
その他必
要と認め
られる食
品、政府
所有米穀、
農畜産物
（農林水
産部）、
生鮮食料
品（農林
水産部）

炊飯用具
（鍋、やか
ん、包丁、
缶きり等）、
食器類

高齢者、
障がい者、
妊産婦、
乳幼児、
難病患者
や外国人
等の要配
慮者のう
ち、
特に避難
支援を要
する者
＊名簿作
成（市町
村）

応急的
に必要
と考え
られる
食料、
飲料水
のほか
お粥、
乳児用
の粉ミ
ルク、
食物ア
レル
ギー対
応食品
等の食
料の備
蓄に努
める
（指定
避難
所）

・被災地のニーズ等に
的確に対応した健康管
理（母子、高齢者、精
神、歯科保健等におけ
る保健指導及び栄養指
導等をいう。）を行う。
・被害が長期化する場
合、避難所が多数設置
されている場合等被災
者の健康管理を組織的
に行うことが必要と思
われるときには、被災
者等の健康管理のため
の実施計画を策定する
ことにより、計画的な
対応を行う
・、避難所等を巡回し
て被災者のニーズに対
応した保健指導及び栄
養指導を行う。
・被害の規模に応じ、
近隣市町村又は県栄養
士会等関係団体並びに
他県等に対し応援要請
を行う。

炊
事
車
に
よ
る
炊
飯
（
温
食
）

市町村
は、原
則とし
て避難
所内又
は既存
の給食
施設若
しくは
仮設給
食施設
におい
て、民
間事業
者、自
治会・
町内会、
自主防
災組織、
ボラン
ティア
と連携
して炊
き出し
を行う
ものと
する。

・日
赤奉
仕団
への
要請
（健
康福
祉
部）
・自
衛隊
への
応援
要請
（県
知事
公
室）
・集
団給
食施
設へ
の炊
飯委
託
（関
係各
部）

国、他
都道府
県その
他機関
への要
請（県
関係各
部、県
知事公
室、県
健康福
祉部）
県内外
の企業
等への
協力呼
びかけ
（県知
事公室、
県健康
福祉
部）

保存
用パ
ン

2928食

乾パ
ン

17100食

水
(2L)

7500本

粉ミ
ルク

20.8Kg

58



平常時の防災対策（顔の見える関係づくり）

災害時の栄養・食生活支援活動に係る合
同研修会

・災害対策本部担当
・炊き出し担当
・食料調達、物資輸送担当
・保健指導担当（管理栄養士、保健師）

各市町村の地域防
災計画における栄
養・食生活支援内
容について（共
有）

熊本地震での栄
養・食生活支援
活動について
（事例提供）

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ
災害発生を想定、
被災者への食事提
供と要配慮者への
対応について話し
合う

とても必要だと

思う

必要だと思う

あまり必要だと

思わない

必要だと思う思

わない

とても感じる

感じる

あまり感じない

感じない

災害時に被災者の栄養・食生活支援は必要？ 災害時に栄養・食生活支援を行うにあたり
発災前に準備する必要性は？

59



平常時の防災対策（普及啓発）

食生活改善推進
員を対象にした
研修(H30)

家庭での備蓄の啓発（健康まつり等）

地域住民を対象
にした講座(R01)
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